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●はじめに　
一九八〇年代後半は韓国が様々
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オイルショックまで重なり、一九八〇年はそれまでの高成長から一転してマイナス成長となった。累積債務問題も頭をもたげ、国際機関はもとより五輪招致の競争相手である日本にも大規模援助を求める事態にまで至っていた。ＩＯＣの求めに応じて誘致説明書を作成する過程で、予想される開催経費が当初予想の三倍近くに達する可能性があ ことが明らかになり、一九八一年春には経済官庁を中心に五輪招致断念論が急速に台頭することになった。　
しかし、すでに正式な申請をし










側諸国が参加をボイコットするなど冷戦構造が五輪にも影響を及ぼしているなかで、北朝鮮と激しく対立している韓 東側諸国から支持をとりつけることは期待できそうもなかった。そのため 途上国での五輪開催の意義を前面に打ち出して第三世界のＩＯＣ委員に積極的にアプローチを図った。当初、名古屋が絶対的に優位とみられていたが、東京や札幌の五輪から間もないこと、日本国内でも開催反対の動きが強いことへの懸念などか 西側諸国のなか も懐疑





一九八五年以降、ソ連のペレストロイカ政策によってソ連はもちろん東欧諸国も西側諸国と対話を進める政策に転じた。国家的なスポーツ育成策を進めている多くの社会主義国にとってロス五輪に続く不参加は、国内スポーツの存立を危うくしてしまう事態であり、避けたいのが本音であった。東欧諸国のなかで唯一ロス五輪に参加したルーマニアがメダル数でアメリカに次ぐ成績を残したことも、東欧諸国のソウル五輪参加意欲を刺激することになったとされる。モスクワ、 ロス 続く「不完全五輪」は何としても避け いとするＩＯＣの強い意欲 さら は韓国政府の地道な外交努力 徐々 実を結び、ソ連を じめ社会主義諸国のソウル五輪参加に向けた環境が整
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った。　
北朝鮮はソウル五輪開催不可論











黒字を記録し ロス五輪の成功であった。一切の財政負担なしに運営したために「民営化五輪」とも呼ばれ、その後の五輪運営のモデルとなった。ロス五輪黒字の最大の要因は、テレビ放映権を最低価格付きの競争入札で決 たことであった。ソウル五輪も放映権 競争入札によりアメリカＮＢＣの三億ドルをはじめ総額でロス五輪を上回る四億二六〇万ド の放映権料を得ることができた。しかし、ソウル五輪組織委員会 広告料収入の分配を得るために米国のテレビのゴールデンタイムに合わせて競技時間を変更したとされ、後「商業主義に陥った最初の大会」とまで批判されることになっ 。　
放映権に次いで大きな収入源と
なったのはロス五輪同様に記念コイン・メダルの販売、およびエンブレム・マスコットの使用権料だった。しかし問題も生じた。大会マスコットの「ホドリ」が、アメリカのケロッグ社から自社がコー
ンフレークなどに使用している虎の商標に酷似しているとして、ヨーロッパの裁判所で使用差し止めの訴訟を起こされたのであ 。組織委員会がデザイナ に問い質したところ、 「外国のものを参考にしたが模倣はしていない」と答えたという。訴訟が進めば不利な状況のなかで組 ケロッグ社と交渉を重ね、ケロッグ社の主力商品の分野では同社の同意がない限り組織委はホドリの使用権を販売しないことで和解にこぎ着けることができた。この他にも宝くじの発行や選手村の分譲、さらには在日韓国人からの寄付金など より、結果的には多額の黒字を計上することに成功した。　
五輪の開催には直接運営費ばか
りでなく、それをはる に上回る社会間接資本への投資など環境整備も欠かせ い。こ が財政面でまったく問題なく進んだのは、経済の高成長によるところが大きい。韓国は一九八〇年代前半の安定化政策が功を奏して累積債務と高インフレを解消することができた。さらに一九八五年のプラザ合意後には、 「三低」すなわち通貨ウォンの相対的価値 下、原油の低価格、低金利 という輸出主導
競技場跡地にできたオリンピック公園正門にある「世界平和の門」。手前の
碑には「人類に平和を　民族に栄光を　大統領　盧泰愚」とある（筆者撮影）
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るなかで、全斗煥大統領は一時は軍の出動を検討したとされる。かし軍が出てくれば事態の一層の悪化は必至であり、五輪 開催にも重大な支障をきたす恐れがあった。ＩＯＣのサマランチ会長も、ソウルで大規模な騒乱が った場合は開催地の変更もあり得ると表明していた。結局、全斗煥大統領は軍の出動は断念し、与党代表の盧泰愚が大統領直接選挙の実施など野党および民主化勢力 要求をほぼ全面的に受け入れる民主化宣
言を行った。全斗煥政権は五輪を盾に現状維持を図ろうとしたが、政情に対する内外の懸念を払拭して五輪を実施するためには民主化を受け入れて事態を収拾するほかはなかったのである。●おわりに　
一九八八年九月一七日、前日夕
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